
平成28年度調査結果（速報）
概要

平成29年６月７日（水）
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平成28年度診療報酬改定に係る答申書附帯意見（抜粋）

１．急性期、回復期、慢性期等の入院医療の機能分化・連携の推進等について、次に掲げる事項等の影響
を調査・検証し、引き続き検討すること。

• 一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基
準の見直しの影響（一般病棟入院基本料の施設基準の見直しが平均在院日数に与える影響を含
む）

• 地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの影響
• 療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響
• 夜間の看護要員配置における要件等の見直しの影響

あわせて、短期滞在手術基本料及び総合入院体制加算の評価の在り方、救急患者の状態を踏まえ
た救急医療管理加算等の評価の在り方、退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率の評価の
在り方、療養病棟を始め各病棟における患者像を踏まえた適切な評価の在り方、医療従事者の負担
軽減にも資するチーム医療の推進等について、引き続き検討すること。

（ 中 略 ）
13．経腸栄養用製品を含めた食事療養に係る給付について調査を行い、その在り方について検討すること。

答申書附帯意見に関する上記の事項について、入院医療等の調査・評価分科会で調査・検証・検討を行う
こととして、4月27日の中医協総会で了承された。

※「夜間の看護要員配置における要件等の見直しの影響」及び「医療従事者の負担軽減にも資するチー
ム医療の推進」については、検証部会において検討
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調査項目

【平成28年度（案）】

（１）一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の見
直しの影響について（その１）

（２）地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの影響について

（３）療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響について（その１）

（４）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率の評価の在り方について

【基本的な考え方】
• 以下に掲げる７項目について、平成28年度及び平成29年度の２か年で調査を実施することとする。

• １年間の長期の経過措置が設けられている項目など、効果を検証するまでに一定程度の期間が必要で
あるものについては平成29年度調査として実施することする。

• 平成28年度調査で実施するものについても、改定による効果がより明らかになるよう、経過措置のあるも
のについては原則としてその終了後に調査期間を設定する。

【平成29年度（案）】

（１）一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の見
直しの影響について（その２）

（２）短期滞在手術基本料及び総合入院体制加算の評価の在り方について

（３）救急患者の状態を踏まえた救急医療管理加算等の評価の在り方について

（４）療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響について（その２）

3※経腸栄養用製品を含めた食事療養に係る給付について調査及びその在り方については、別途、検討する。

中 医 協 総 － ４
２ ９ ． ５ ． １ ７ （ 改 ）



平成28年度調査全体の概要①
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○ 調査方法：調査は原則として自記式調査票の郵送配布・回収により実施する。

○ 調査票：対象施設に対して「施設調査票」、「病棟調査票」、「患者調査票」を配布する。

※患者調査票は、入院患者票、退棟患者票、補助票及びレセプトの添付で構成される。

○ 調査対象施設：調査の対象施設は、施設区分毎に整理した調査票の対象施設群から、無作為に抽出する。

○ 調査負担軽減のため、患者票の補助票については、DPCデータ（Hファイル）での代替提出を可能とする。

調査項目 各項目において調査対象となる施設

（1）一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料
における「重症度、医療・看護必要度」等の施設
基準の見直しの影響について（その１）

一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料、専門病院入院
基本料、特定集中治療室管理料等の届出を行っている医療機関

（2）地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直し
の影響について

地域包括ケア病棟入院料、地域包括ケア入院医療管理料の
届出を行っている医療機関

（3）療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療におけ
る評価の見直しの影響について

療養病棟入院基本料、障害者施設等入院基本料等の届出を
行っている医療機関

（4）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率
の評価の在り方について

一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料、専門病院入院
基本料、地域包括ケア病棟入院料、有床診療所入院基本料等の
届出を行っている医療機関及び退院支援加算の届出を行っている
医療機関を含む医療機関

調査対象施設の区分に応じて、次項の通りAからEに整理

中 医 協 総 － ４
２ ８ ． １ ０ ． １ ９



平成28年度調査全体の概要②
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調査対象となる施設 関連する調査項目 対象施設数

Ａ
7対1・10対1一般病棟入院基本料
等の届出医療機関

（1）一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料に
おける 「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準
の見直しの 影響について（その１）

（4）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率
の評価の在り方について

約1,800施設

Ｂ

地域包括ケア病棟入院料、回復
期リハビリテーション病棟入院料、
13対1・15対1一般病棟入院基本
料等の届出医療機関

（2）地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの
影響について

（4）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率
の評価の在り方について

約1,500施設

Ｃ
療養病棟入院基本料の届出医療
機関

（3）療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療におけ
る評価の見直しの影響について

（4）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率
の評価の在り方について

約1,800施設

Ｄ
障害者施設等入院基本料等の届
出医療機関

（3）療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療におけ
る評価の見直しの影響について

（4）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率
の評価の在り方について

約800施設

Ｅ

有床診療所入院基本料、有床診
療所療養病床入院基本料の届出
医療機関

（4）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率
の評価の在り方について

約800施設

中 医 協 総 － ４
２ ８ ． １ ０ ． １ ９



平成28年度調査の回収結果
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調査対象区分
調査対象

施設数

施設調査票

（回収率）
病棟票

入院

患者票
補助票

退棟

患者票

Ａ 7対1・10対1一般病棟入院基本料等 1,829 650（35.5%） 1,995 22,680 16,956 9,239

Ｂ

地域包括ケア病棟入院料、回復期リ
ハビリテーション病棟入院料、13対
1・15対1一般病棟入院基本料等

1,501 488 （32.5%） 429 4,827 3,652 929

Ｃ 療養病棟入院基本料 1,801 512 （28.4%） 394 5,301 4,880 154

Ｄ 障害者施設等入院基本料等 800 282 （35.3%） 265 3,587 3,322 131

Ｅ
有床診療所入院基本料、有床診療
所療養病床入院基本料

800 270 （33.8%） 115 683 564 246
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【平成28年度調査項目】

（１）一般病棟入院基本料

（２）地域包括ケア病棟入院料

（３）療養病棟入院基本料

（４）退院支援



【附帯意見（抜粋）】

急性期、回復期、慢性期等の入院医療の機能分化・連携の推進等について、次に掲げる事項等の影響を調
査・検証し、引き続き検討すること。

• 一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の
見直しの影響（一般病棟入院基本料の施設基準の見直しが平均在院日数に与える影響を含む）

• 地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの影響
• 療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響
• 夜間の看護要員配置における要件等の見直しの影響

【関係する改定内容】
①一般病棟用、特定集中治療室用等の「重症度、医療・看護必要度」の見直し
②一般病棟10対１病棟における重症者の受入れの評価
③医療資源の少ない地域に配慮した評価と対象医療圏の見直し

（１）一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料における
「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の見直しの影響について（その１）

【調査内容案】

調査対象：一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料、専門病院入院基本料、特定集中治療室管理料
等の届出を行っている医療機関

調査内容：（１）各医療機関における入院料届出の意向、病棟群単位の届出状況
（２）重症度、医療・看護必要度の該当患者割合の状況
（３）各入院基本料等における患者像、平均在院日数及び退院先の状況
（４）入院中の他医療機関の受診状況及び当該患者の患者像 等
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中 医 協 総 － ４
２ ８ ． ６ ． ２ ２



重症度、医療・看護必
要度の見直し

急性期に密度の高い医
療を必要とする状態が
適切に評価されるよう、
「重症度、医療・看護必
要度」の見直しを行う。

① 手術

② 救命等に係る内科的
治療
・経皮的血管内治療
・経皮的心筋焼灼術
・侵襲的な消化器治療 等

③ 救急搬送

④ 認知症・せん妄の
症状

等についての評価を拡充

9

入院医療の機能分化・強化

７対１入院基本料の
基準の見直し

「重症度、医療・看護必要度」の
基準の見直し

・「重症度、医療・看護必要度」の基準を満た
す患者の割合を15％⇒25％（※）に見直す

在宅復帰率の見直し
・在宅復帰率の基準を75％⇒80％に見直す

病棟群単位による届出の評価

7対1入院基本料から10対1入院基本料に変更する際に限り、平成

28年4月1日から2年間、7対1病棟と10対1病棟を病棟群単位で有す

ることを可能とする。

一般病棟入院基本料の評価の見直しの概要

重症患者を受け入れている
10対１ 病棟に対する評価

「重症度、医療・看護必要度」に該

当する患者の受入れに対する評

価の充実

※ 許可病床数が200床未満の保険医療機関であって、
病棟群単位による届出を行わない保険医療機関に
あっては、平成30年３月31日までに限り、基準を満た
す患者が２３％以上であることとする。



一般病棟入院基本料7対1の届出病床数の推移
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届出病床数（千床）

出典：保険局医療課調べ

［H18.4］
7対1入院

基本料創設

［H20.4］
重症度・看護
必要度の導入

［H24.4］
重症度・看護必要度

該当患者割合基準の見直し
(10%→15%)

平均在院日数要件の見直し
(19日→18日)

［H26.4］
重症度、医療・看護必要度

Ａ項目の見直し
在宅復帰率要件の導入

［H28.4］
重症度、医療・看護必要度

A・B項目の見直し／Ｃ項目の追加
該当患者割合基準の見直し

(15%→25%)
在宅復帰率の見直し

(75%→80%)
※平成26年４月以降は速報値であり、集計方法が異な

ることと、病床数の増減が微小なため届出を要しない
場合等、誤差がありうることに留意が必要。 10

○ ７対１入院基本料の届出病床数は平成18年に創設されて以降増加。
○ 平成20年以降、７対１入院基本料の増加は緩やかになり、平成２６年度以降は横ばいからやや減少の傾向となって

いる。

中医協 総－５

２９．１．２５



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

回答施設の状況①（一般病棟7対1・10対1入院基本料）

＜医療機関の開設者別の内訳＞
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7.3%

49.2%

67.1%

4.7%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一般病棟（７対１）

一般病棟（10対１）

国 公立 公的・組合 民間 その他・不明

(n=317)

(n=313)

○ 一般病棟7対1・10対1入院基本料について、回答施設の開設者別の内訳をみると、一般病棟（７対１）、
一般病棟（10対１）ともに民間が最も多い。

○ 一般病棟（７対１）では、国、公立、公的・組合の占める割合が４割５分を超える。

（参考）一般病棟7対1・10対１入院基本料届出医療機関数
における開設者割合

出典：保険局医療課調べ（平成27年７月１日時点）
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14.7%

3.6%

56.2%

76.8%
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一般病棟（７対１）

一般病棟（10対１）

国立 公立 公的・組合 民間

(n=1,541)

(n=2,150)

※ 国…国立大学法人、NHO等、公立…都道府県、市町村、地方独立行政法人
公的・組合…済生会、日赤、健保連等、民間…医療法人、会社等
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一般病棟（７対１）

一般病棟（10対１）

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 12

(n=317)

(n=313)

○ 回答施設の病床規模をみると、一般病棟（７対１）を有していると回答した医療機関の許可病床数は、
100床～199床の医療機関が最も多く、次いで300～399床の医療機関が多い。

○ 一般病棟（10対１）では、99床以下の医療機関と100～199床の医療機関で全体の８割弱を占める。

＜病床規模別の内訳＞

回答施設の状況②（一般病棟7対1・10対1入院基本料）

各医療機関の許可病床数



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 13

○ 他病棟の届出状況をみると、一般病棟（７対１）ではＩＣＵ、ＨＣＵを合わせて届け出ている医療機関が
多く、一般病棟（10対１）では地域包括ケア病棟（病室）、療養病棟を合わせて届け出ている医療機関が
多い。

39.1%

31.2%

28.1%

19.9%

10.4%

12.0%

8.0%

4.8%

34.8%

22.0%

30.0%

6.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

ＩＣＵ（PICU、NICUを除く）

ＨＣＵ

地域包括ケア病棟（病室）

回復期リハビリテーション病棟

療養病棟

精神病棟

一般病棟（７対１）

一般病棟（10対１）

他病棟の届出状況（一般病棟7対1・10対1入院基本料）

(n=317)

(n=313)

＜現時点での他病棟の届出状況＞



98.0%

11.3%

2.3%

1.2%

9.0%

4.0%

0.0%

0.0%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般病棟（7対1）を届出ている

休床としている病床がある

一般病棟（10対1）へ転換

回復期リハビリテーション病棟へ転換

地域包括ケア病棟入院料１の病棟へ転換

一部を地域包括ケア入院医療管理料１の病室へ転換

地域包括ケア病棟入院料２の病棟へ転換

一部を地域包括ケア入院医療管理料２の病室へ転換

上記以外の病棟・病室へ転換

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 14

改定後の一般病棟（7対1）の届出状況

＜改定前に一般病棟（7対1）を届出ていた施設の平成28年11月１日時点での当該病棟の状況＞
(n=346)

○ 改定前に一般病棟（7対1）を届出ていた施設で、平成28年11月１日時点で一般病棟（７対１）を届け出て
いる施設は、98.0％であった。

○ また、７対１病棟以外の病棟として届け出たものの中では、地域包括ケア病棟入院料１を届け出ていた
医療機関が最も多かった。



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

一般病棟（7対1）を届け出ている理由

15

＜一般病棟（7対1）を届け出ている理由（最も該当するもの）＞

○ 一般病棟（７対１）を届け出ている医療機関に、届け出ている理由を聞くと、「一般病棟（７対１）相当の
看護配置が必要な入院患者が多いため」が最も多く、次いで「施設基準を満たしており、特に転換する
必要性を認めないため」が多かった。

49.4%

9.1%

23.0%

1.9%

6.4%

1.1%

0.8%

1.1%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

一般病棟（7対1）相当の看護配置が必要な入院患者が

多い（医療需要がある）ため

一般病棟（7対1）から他病棟へ転換すると、地域のニー

ズに応えられなくなる懸念があるため

施設基準を満たしており、特に転換する必要性を認め

ないため

現在、一般病棟（7対1）に応じた職員を雇用しており、転

換することで余剰職員が発生するため

一般病棟（7対1）の方が、他の病棟と比較して収益が上

げやすいため

一般病棟（7対1）から他の病棟へ転換することで、職員

のモチベーションが低下するため

一般病棟（7対1）から他の病棟へ転換することで、職員

の負担が増加する懸念があるため

その他

未回答

（n=265）



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 16

5.8%

25.0%

21.2%

0.0%

32.7%

1.9%

0.0%

1.9%

0.0%

1.9%

3.8%

0.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

実際の患者の状態に、より即した入院料が設定されたため

他の入院料と一般病棟（7対1）を組み合わせることで、より

患者の状態に即した医療を提供できるため

一般病棟（7対1）から他病棟へ転換することで、より地域の

ニーズに合った医療を提供できるため

看護師の確保が困難なため

重症度、医療・看護必要度の基準を満たさないため

平均在院日数の基準を満たすことが困難なため

十分な退院支援を実施することが困難なため

全て他の入院料へ転換 又は 一部を他の入院料へ転換した

方が収益を上げやすいため

一般病棟（7対1）から他病棟へ転換することで、職員のモチ

ベーションが向上するため

一般病棟（7対1）から他病棟へ転換することで、職員の負担

軽減につながるため

その他

未回答

（n=52）

＜一般病棟（7対1）から転換した理由（最も該当するもの）＞

○ 一般病棟（７対１）から転換した医療機関に、その理由を聞くと、「重症度、医療・看護必要度の基準を
満たさないため」が最も多く、次いで「他の入院料と一般病棟（７対１）を組み合わせることで、より患者
の状態に即した医療が提供できるため」が多かった。

一般病棟（7対1）から転換した理由



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 17

○ 病棟群単位の届出状況を聞くと、調査対象の中で現に病棟群単位の届出を行っている医療機関は８施
設であった。

○ 一般病棟（７対１）で病棟群単位の届出を行っていない医療機関に今後の届出の意向を聞くと、「 一般
病棟（10対1）への変更を予定していないので、今後も病棟群での届出はおこなわない」と回答した医療
機関が大半であった。

病棟群単位の届出状況

病棟群単位の届出状況
（７対１、10対１）

一般病棟（10対1）へ

の変更を予定してい

ないので、今後も病

棟群での届出はお

こなわない

96%

一般病棟（10対1）へ

の変更を予定してい

るが、段階的変更は

不要なので、今後も

病棟群での届出は

おこなわない
2%

一般病棟（10対1）へ

の変更を予定してい

るので、病棟群での

届出について検討

中／準備中である

1%

未回答

1%

病棟群単位の届出を行っていない
医療機関の今後の届出の意向

（一般病棟７対１）

(n=311)

施設数 割合

現に病棟群で届け出ている 8 1.2%

届け出ていない 428 65.9%

未回答 213 32.8%

(n=649)



一般病棟用の重症度、医療・看護必要度に係る評価票

医療機能に応じた入院医療の評価について

18

平成28年度診療報酬改定

一般病棟用の「重症度、医療・看護必要度」の見直し（評価票について）

Ａ モニタリング及び処置等 ０点 １点 ２点

1 創傷処置
（①創傷の処置（褥瘡の処置を除く）、②褥瘡の処置）

なし あり －

2 呼吸ケア（喀痰吸引のみの場合を除く） なし あり －

3 点滴ライン同時３本以上の管理 なし あり －

4 心電図モニターの管理 なし あり －

5 シリンジポンプの管理 なし あり －

6 輸血や血液製剤の管理 なし あり －

7

専門的な治療・処置
（① 抗悪性腫瘍剤の使用（注射剤のみ）、

② 抗悪性腫瘍剤の内服の管理、
③ 麻薬の使用（注射剤のみ）、
④ 麻薬の内服、貼付、坐剤の管理、
⑤ 放射線治療、⑥ 免疫抑制剤の管理、
⑦ 昇圧剤の使用（注射剤のみ）、
⑧ 抗不整脈剤の使用（注射剤のみ）、
⑨ 抗血栓塞栓薬の持続点滴の使用、
⑩ ドレナージの管理、⑪ 無菌治療室での治療 ）

なし － あり

8 救急搬送後の入院（２日間） なし － あり

Ｂ 患者の状況等 ０点 １点 ２点

9 寝返り できる 何かにつかまればできる できない

10 移乗 介助なし 一部介助 全介助

11 口腔清潔 介助なし 介助あり －

12 食事摂取 介助なし 一部介助 全介助

13 衣服の着脱 介助なし 一部介助 全介助

14 診療・療養上の指示が通じる はい いいえ －

15 危険行動 ない － ある

Ｃ 手術等の医学的状況 ０点 １点

16 開頭手術（７日間） なし あり

17 開胸手術（７日間） なし あり

18 開腹手術（５日間） なし あり

19 骨の手術（５日間） なし あり

20 胸腔鏡・腹腔鏡手術（３日間） なし あり

21 全身麻酔・脊椎麻酔の手術（２日間） なし あり

22

救命等に係る内科的治療（２日間）
（①経皮的血管内治療

②経皮的心筋焼灼術等の治療
③侵襲的な消化器治療）

なし あり

対象入院料・加算 基準

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度
・Ａ得点２点以上かつＢ得点３点以上
・Ａ得点３点以上
・Ｃ得点１点以上

総合入院体制加算
・Ａ得点２点以上
・Ｃ得点１点以上

地域包括ケア病棟入院料
（地域包括ケア入院医療管理料を算定す
る場合も含む）

・Ａ得点１点以上
・Ｃ得点１点以上

回復期リハビリテーション病棟入院料１ ・Ａ得点１点以上

［各入院料・加算における該当患者の基準］



入院料別の重症度、医療・看護必要度の該当患者割合

＜入院料別の該当患者割合＞

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 19

○ 平成28年８月～10月における重症度、医療・看護必要度の該当患者割合の平均は、一般病棟（７対１）
で28.8％、一般病棟（10対１）で19.1％であった。

○ 平成27年８月～10月と比較すると、 一般病棟（７対１）では9.6ポイント、一般病棟（10対１）では4.7ポイ
ント、平均値が上昇した。

19.2%

14.4%

28.8%

19.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

一般病棟（７対１）

一般病棟（10対１）

平成27年８月～10月

平成28年８月～10月

(n=255)

(n=189)



＜重症度、医療・看護必要度の該当患者割合別の分布＞

一般病棟（7対1）の重症度、医療・看護必要度該当患者割合別の医療機関の分布

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 20

○ 一般病棟（7対1）の重症度、医療・看護必要度該当患者割合別の医療機関の分布をみると、該当患者
割合が25％～30％の医療機関が全体の約７割を占めるが、該当患者割合が30％を超える医療機関も、
全体の３割弱存在する。

0
12

171

60

11
1 0

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

20％未満 20％以上25％未満 25％以上30％未満 30％以上35％未満 35％以上40％未満 40％以上45％未満 45％以上

（医療機関数）

該 当 患 者 割 合

(n=255)

（平成28年８月～10月の月平均）

基準 25％



一般病棟（7対1）における病床利用率の状況

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 21

○ 一般病棟（７対１）における病床利用率をみると、平成28年10月の平均は平成27年10月の平均と比
較して0.8ポイント低い。

○ 平成28年10月の医療機関ごとの分布をみると、80～85％の医療機関が最も多い。
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満
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％
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満
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％
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％
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満
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％
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上

平成27年

平成28年

（医療機関数）
＜病床利用率別の分布＞

(n=268)

(n=269)

平均

平成27年10月 79.0%

平成28年10月 78.2%



自宅

居住系
介護施設

介護老人
保健施設・
有床診療所

（在宅強化型施設又は
在宅復帰・在宅療養支
援機能加算の届出施

設のみ）

在
宅
復
帰
に
向
け
た
右
の
太
い
矢
印
の
流
れ
以
外
の
転
院
等

に
つ
い
て
は
、
「在
宅
復
帰
率
」等
の
分
子
の
計
算
の
対
象
外

と
な
っ
て
い
る
。

「在宅復帰率」の設定により想定される在宅復帰の流れ

そ
の
他
の
転
院
等

７:１入院基本料

地域包括ケア病棟

回復期リハ病棟

※自院を含む

7対１入院基本料における「自宅等退院患者割合」や、地域包括ケア病棟・療養病棟における「在宅復帰率」の基準において、自宅だけでなく、在
宅復帰率等の基準の設定された病棟への転院等を、分子として算入できることとしている。

これにより、各地域における、在宅復帰に向けた流れに沿った連携等の取り組みを促している。

療養病棟
（在宅復帰機能強化加算を算定する病棟）

各病棟ごとの在宅復帰率の算出にあたって、在宅復帰に含まれる退院・転院を、太い矢印で示す。

自宅等退院患者割合 80%以上

在宅復帰率 70%以上

在宅復帰率
入院料1: 70%以上
入院料2: 60%以上

在宅復帰率 50%以上

22



一般病棟（７対１）における在宅復帰率の状況

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

＜在宅復帰率の医療機関分布＞
(n=271)

在 宅 復 帰 率

23

1 5

63

115

87

0

20

40

60

80

100

120

140

80％未満 80％以上85％未満 85％以上90％未満 90％以上95％未満 95％以上

（医療機関数）

○ 一般病棟（７対１）の在宅復帰率の分布をみると、在宅復帰率が90％を超える医療機関が全体のおよ
そ７割５分を占めた。

平均

92.5%

基準 80％



一般病棟（７対１）における患者の流れ

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

一
般
病
棟
7
対
1
病
棟

【入棟元】 【退棟先】

24

自宅 74.8%

自院

7対1、10対1病床 6.6%

地域包括ケア・回リハ病床 0.2%

療養病床 0.3%

他院

7対1、10対1病床 3.2%

地域包括ケア・回リハ病床 0.4%

療養病床 0.6%

介護療養型医療施設 0.1%

介護老人保健施設 1.4%

介護老人福祉施設（特養） 2.1%

居住系介護施設 2.0%

障害者支援施設 0.2%

その他 6.5%

未回答 1.7%

自宅
等

自宅
在宅医療の提供あり 5.0%

在宅医療の提供なし 63.9%

介護老人福祉施設（特養） 1.2%

居住系介護施設（グループホーム等） 1.7%

障害者支援施設 0.1%

自院

一般病床 3.9%

地域包括ケア病床・回復期リハ病床 2.7%

療養病床
在宅復帰機能強化加算あり 0.0%

在宅復帰機能強化加算なし 0.2%

その他の病床 1.3%

他院

一般病床 4.1%

地域包括ケア病床・回復期リハ病床 3.1%

療養病床
在宅復帰機能強化加算あり 0.2%

在宅復帰機能強化加算なし 0.6%

その他の病床 0.3%

有床診療所
在宅復帰機能強化加算あり 0.0%

在宅復帰機能強化加算なし 0.2%

介護
施設

介護療養型医療施設 0.2%

介護老人保健施設

在宅強化型 0.2%

在宅復帰・在宅療養支援機能加算あり 0.2%

上記以外 0.6%

死亡退院 3.4%

その他 0.4%

未回答 4.4%

○ 一般病棟（７対１）入棟患者の入棟元をみると、自宅からの患者が約75％を占める。
○ 一般病棟（７対１）入棟患者の退棟先をみると、自宅への退棟が約70％で、そのうち在宅医療提供の

ない患者が大部分を占める。

(n=12,748) (n=5,570)



一般病棟（７対１、10対１）入院患者の年齢階級別分布

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） 25

○ 一般病棟（７対１）の入院患者の年齢分布をみると、他の区分と比較して74歳以下の患者の占める割
合が多い。

1.0%
0.2%
0.1%
0.6%
0.8%

1.6%
2.0%
2.1%
2.4%
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一般（７対１） 一般（10対１） 地域包括ケア病棟・病室 療養病棟

(n=12496) (n=2,952) (n=4,850)(n=1,350)

53.0% 39.1% 28.4% 22.4%



一般病棟（７対１・10対１）入院患者の疾患

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） ※主要なものを事務局で抜粋 26

○ 一般病棟（７対１・10対１）入院患者の疾患をみると、一般病棟（７対１）では、悪性腫瘍の患者が最も
多く、一般病棟（10対１）では、肺炎と骨折・外傷の患者の割合が最も多い。
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(n=12,748) (n=3,004) (n=4,904)(n=1,395)
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【平成28年度調査項目】

（１）一般病棟入院基本料

（２）地域包括ケア病棟入院料

（３）療養病棟入院基本料

（４）退院支援



【関係する改定内容】
地域包括ケア病棟入院料の包括範囲における手術、麻酔の除外

（２）地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの影響について

28

【附帯意見（抜粋）】

急性期、回復期、慢性期等の入院医療の機能分化・連携の推進等について、次に掲げる事項等の影響を調
査・検証し、引き続き検討すること。

• 一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の
見直しの影響（一般病棟入院基本料の施設基準の見直しが平均在院日数に与える影響を含む）

• 地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの影響
• 療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響
• 夜間の看護要員配置における要件等の見直しの影響

【調査内容案】

調査対象：地域包括ケア病棟入院料、地域包括ケア入院医療管理料の届出を行っている医療機関
調査内容：地域包括ケア病棟入院料、地域包括ケア入院医療管理料の届出を行っている医療機関

における手術等の実施状況、患者像、入棟前の状況、退院先の状況 等

中 医 協 総 － ４
２ ８ ． ６ ． ２ ２



医療機能に応じた入院医療の評価について

平成28年度診療報酬改定

地域包括ケア病棟入院料（入院医療管理料を含む）の包括範囲から、手術、麻酔に係る費用を除外す
る。

500床以上の病床又は集中治療室等を持つ保険医療機関において、地域包括ケア病棟入院料の届出病
棟数を1病棟まで（※）とする。

※平成28年１月１日現在で地域包括ケア病棟入院料を複数届け出ている保険医療機関は、当該時点で現に届け出ている病棟を維持できる。

地域包括ケア病棟入院料の見直し

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度について項目の見直しが行われたことを踏まえ、各入院基本料に
おける該当患者割合の基準の見直しを行う。

各入院基本料における該当患者割合要件の変更

現行の基準を満たす患者割合の要件

［地域包括ケア病棟入院料の病棟］

当該病棟入院患者の１０％以上（A項目のみ）

改定後の基準を満たす患者割合の要件

［地域包括ケア病棟入院料の病棟］

当該病棟入院患者の１０％以上（A項目、C項目）

入院医療における在宅復帰を一層推進するために、７対１入院基本料等の施設基準になっている自宅等
に退院した患者の割合について見直しを行う。

在宅復帰率の要件見直し

現行
（地域包括ケア病棟入院料）

【評価の対象となる退院先】
・自宅 ・居住系介護施設等
・療養病棟（在宅復帰機能強化加算の届出病棟に限る。）
【評価の対象となる転棟先】
・療養病棟（在宅復帰機能強化加算の届出病棟に限る。）

改定後
（地域包括ケア病棟入院料）

【評価の対象となる退院先】
・自宅 ・居住系介護施設等
・療養病棟（在宅復帰機能強化加算の届出病棟に限る。）
・有床診療所（在宅復帰機能強化加算の届出施設に限る。）
【評価の対象となる転棟先】
・療養病棟（在宅復帰機能強化加算の届出病棟に限る。） 29

中 医 協 総 － ７

２ ９ ． ５ ． １ ７



地域包括ケア病棟入院料等の届出病床数の推移

0

10,000

20,000

30,000
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60,000

平成26年10月 平成27年10月 平成28年10月

地域包括ケア入院医療管理料2

地域包括ケア入院医療管理料1

地域包括ケア病棟入院料2

地域包括ケア病棟入院料1

出典：保険局医療課調べ

（床）

○ 地域包括ケア病棟入院料等の届出病床数は増加傾向である。

24,645

36,377

52,492

30

中医協 総－５

２９．１．２５



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

回答施設の状況①（地域包括ケア病棟・病室）

＜医療機関の開設者別の内訳＞

31

○ 地域包括ケア病棟・病室について、回答施設の開設者別の内訳をみると、民間の占める割合が最も
多いが、国、公立、公的・組合の占める割合も３割を超える。

2.2%
19.8% 12.9% 63.4% 1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

国 公立 公的・組合 民間 その他・不明

※ 国…国立大学法人、NHO等、公立…都道府県、市町村、地方独立行政法人
公的・組合…済生会、日赤、健保連等、民間…医療法人、会社等

(n=232)

7.1%

0.8%

2.3%

4.5%

16.0%

11.9%

9.1%

4.5%

11.7%

3.4%

2.3%

65.2%

84.0%

86.4%

91.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域包括ケア病棟入院料1

地域包括ケア入院医療管理料1

地域包括ケア病棟入院料2

地域包括ケア入院医療管理料2

国立 公立 公的・組合 民間

(n=776)

(n=820)

(n=44)

(n=67)

（参考）開設者別の地域包括ケア病棟届出医療機関の状況
（平成29年５月17日中医協総会 入院医療（その４）より抜粋）

出典：保険局医療課調べ（平成28年10月１日時点）

未回答



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 32

(n=232)
＜病床規模別の内訳＞

回答施設の状況②（地域包括ケア病棟・病室）

○ 回答施設の病床規模をみると、地域包括ケア病棟・病室を有していると回答した医療機関の許可病床数
は、100床～199床の医療機関が最も多く、次いで99床以下の割合が多い。

23.3%

40.9%

15.5% 15.1%

3.4%
0.9% 0.4% 0.0% 0.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

99床以下 100～199床 200～299床 300～399床 400～499床 500～599床 600～699床 700～799床 800床以上

各医療機関の許可病床数



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 33

○ 地域包括ケア病棟・病室を届け出ていた医療機関の他病棟の届出状況をみると、一般病棟（10対１）
を合わせて届け出ている医療機関が最も多く、次いで一般病棟（７対１）を届け出ている医療機関が
多かった。

他病棟の届出状況（地域包括ケア病棟・病室）

＜現時点での他病棟の届出状況＞

5.6%

11.6%

36.2%

45.3%

10.3%

31.5%

25.4%

3.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

ＩＣＵ（PICU、NICUを除く）

ＨＣＵ

一般病棟（7対1）

一般病棟（10対1）

一般病棟（13対1、15対1）

回復期リハビリテーション病棟

療養病棟

精神病棟

(n=232)



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 34

○ 平成28年11月１日時点で地域包括ケア病棟を届け出ていた医療機関の当該病棟の改定前の届出状
況をみると、地域包括ケア病棟以外では、「当該病棟が一般病棟（7対1）を届出ていた医療機関」の割合
が最も多かった。

改定前後の他病棟からの届出状況（地域包括ケア病棟）

25.7%

15.0%

0.0%

0.0%

4.4%

7.1%

0.9%

66.4%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

当該病棟が一般病棟（7対1）を届出ていた医療機関

当該病棟が一般病棟（10対1）を届出ていた医療機関

当該病棟が一般病棟（13対1）を届出ていた医療機関

当該病棟が一般病棟（15対1）を届出ていた医療機関

当該病棟が回復期リハ病棟を届出ていた医療機関

当該病棟が療養病棟１（20対1）を届出ていた医療機関

当該病棟が療養病棟２（25対1）を届出ていた医療機関

当該病棟が地域包括ケア病棟を届出ていた医療機関

当該病棟が上記以外を届出ていた医療機関

＜平成28年11月１日時点で地域包括ケア病棟を届け出ていた医療機関の当該病棟の改定前の届出状況＞
(n=113)



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

地域包括ケア病棟・病室を届け出ている理由

35

＜地域包括ケア病棟・病室１の届出を行った理由（最も該当するもの）
＞

○ 地域包括ケア病棟・病室１を届け出ている医療機関に、届け出ている理由を聞くと、「地域包括ケア病
棟にすることで、より地域のニーズに合った医療を提供できるため」が最も多く、次いで「地域包括ケア
病棟の方が収益を上げやすいため」が多かった。

18.0%

0.5%

0.0%

28.8%

2.3%

14.9%

12.6%

0.5%

1.4%

2.3%

3.2%

14.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

地域包括ケア病棟の方が収益を上げやすいため

地域包括ケア病棟にすることで、職員のモチベーションが向

上するため

地域包括ケア病棟にすることで、職員の負担軽減につなが

るため

地域包括ケア病棟にすることで、より地域のニーズに合った

医療を提供できるため

実際の患者の状態に、より即した入院料が設定されたため

他の入院料の病棟と組み合わせることで、患者の状態に即

した医療を提供できるため

一般病棟（7対1）を維持するためには一部を地域包括ケア病

棟に転換する必要があったため

地域包括ケア病棟の重症度，医療・看護必要度の基準であ

れば満たすことが可能であるため

退院支援の実施が無理なくできるため

施設基準に平均在院日数の要件がないため

その他

未回答

（n=222）



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

地域包括ケア病棟・病室の利用に係る趣旨

36

＜地域包括ケア病棟・病室１の利用に係る趣旨（最も該当するもの）
＞

○ 地域包括ケア病棟・病室１を届け出ている医療機関に、利用に係る趣旨を聞くと、「自院の急性期病棟
からの受皿として利用している」が最も多かった。一方で「在宅医療の後方支援として、急変時等の受
皿として利用している」、「介護保険施設等からの急変時の受皿として利用している」と回答した医療機
関はいずれも数％にとどまった。

55.4%

15.8%

0.0%

5.4%

0.0%

0.9%

2.7%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自院の急性期病棟からの受皿として利用している

他院の急性期病棟からの受皿として利用している

在宅医療の後方支援として、看取りを中心に利用して

いる

在宅医療の後方支援として、急変時等の受皿として利

用している

他院の療養病棟からの受皿として利用している

介護保険施設等からの急変時の受皿として利用して

いる

その他

未回答

（n=222）



＜重症度、医療・看護必要度の該当患者割合別の分布＞

地域包括ケア病棟・病室届出医療機関の重症度、医療・看護必要度該当患者割合別の分布

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 37

○ 地域包括ケア病棟・病室を届け出ている医療機関の重症度、医療・看護必要度の該当患者割合別の
分布をみると、施設基準の10％を大きく上回る医療機関が多数存在した。

（医療機関数）

該 当 患 者 割 合

1 0

12

31 32

20

12

7

2 2

0

5

10

15

20

25

30

35

(n=119)

平均

22.5%

基準 10％



地域包括ケア病棟・病室における在宅復帰率の状況

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

＜在宅復帰率の医療機関分布＞

在 宅 復 帰 率

38

（医療機関数）

○ 地域包括ケア病棟・病室届け出ている医療機関の在宅復帰率の分布をみると、在宅復帰率が施設
基準の70％を大きく上回る医療機関が多数存在した。

5 5

15

33

43

57

26

0

10

20

30

40

50

60

70％未満 70％以上75％未満 75％以上80％未満 80％以上85％未満 85％以上90％未満 90％以上95％未満 95％以上

(n=184)

平均

87.2%

基準 70％



地域包括ケア病棟・病室における患者の流れ

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

地
域
包
括
ケ
ア
病
棟
・
病
室

【入棟元】 【退棟先】
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○ 地域包括ケア病棟・病室入棟患者の入棟元をみると、自院の７対１、10対１病床からの患者が最も多い。
○ 地域包括ケア病棟・病室入棟患者の退棟先をみると、自宅への退棟が約６割で、そのうち在宅医療の

提供のない患者が大部分を占める。

(n=1,395) (n=438)

自宅 26.7%

自院

自院の7対1、10対1病床 49.4%

自院の地域包括ケア・回リハ病床 0.4%

自院の療養病床 0.0%

他院

他院の7対1、10対1病床 13.5%

他院の地域包括ケア・回リハ病床 0.1%

他院の療養病床 0.4%

介護療養型医療施設 0.1%

介護老人保健施設 1.2%

介護老人福祉施設（特養） 1.2%

居住系介護施設 2.9%

障害者支援施設 0.0%

その他 1.9%

未回答 2.2%

自宅
等

自宅
在宅医療の提供あり 7.3%

在宅医療の提供なし 55.0%

介護老人福祉施設（特養） 4.1%

居住系介護施設（グループホーム等） 4.8%

障害者支援施設 0.0%

自院

一般病床 1.4%

地域包括ケア病床・回復期リハ病床 0.9%

療養病床
在宅復帰機能強化加算あり 0.9%

在宅復帰機能強化加算なし 1.4%

その他の病床 0.2%

他院

一般病床 2.7%

地域包括ケア病床・回復期リハ病床 0.2%

療養病床
在宅復帰機能強化加算あり 0.0%

在宅復帰機能強化加算なし 0.5%

その他の病床 0.5%

有床診療所
在宅復帰機能強化加算あり 0.0%

在宅復帰機能強化加算なし 0.2%

介護施設

介護療養型医療施設 0.5%

介護老人保健施設

在宅強化型 1.4%

在宅復帰・在宅療養支援機能加算あり 0.5%

上記以外 3.2%

死亡退院 3.2% 

その他 0.0%

未回答 11.2%



1.0%
0.2%
0.1%
0.6%
0.8%

1.6%
2.0%
2.1%
2.4%
2.8%
3.4%
4.0%

6.7%
12.7%
12.5%

14.1%
14.9%

11.3%
4.9%

1.5%
0.3%

0% 5% 10% 15% 20%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） 40

1.5%
0.2%
0.2%
0.6%
0.4%

1.3%
2.0%

1.4%
1.0%

1.7%
2.0%

3.4%
4.5%

8.7%
10.2%

13.4%
17.2%
17.0%

9.4%
3.5%

0.3%

0% 5% 10% 15% 20%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳
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５５～５９歳
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６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

0.0%
0.0%
0.1%
0.0%
0.3%
0.4%
0.1%
0.3%
0.7%
0.9%
1.1%

2.4%
4.1%

7.4%
10.5%

13.7%
20.1%
20.7%

12.8%
3.6%

0.7%

0% 10% 20% 30%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

0.1%
0.0%
0.0%
0.1%
0.1%
0.2%
0.4%
0.4%
0.4%
0.8%
1.2%
1.9%

3.5%
6.0%

7.3%
12.1%

18.9%
21.7%

16.8%
6.5%

1.5%

0% 10% 20% 30%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

一般（７対１） 一般（10対１） 地域包括ケア病棟・病室 療養病棟

(n=12496) (n=2,952) (n=4,850)(n=1,350)

47.0% 60.9% 71.4% 77.6%

地域包括ケア病棟・病室入棟患者の年齢階級別分布

○ 地域包括ケア病棟・病室入棟患者の年齢分布をみると、75歳以上の占める割合は全体の71.4％である。



地域包括ケア病棟・病室入棟患者の疾患

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） ※主要なものを事務局で抜粋 41

○ 地域包括ケア病棟・病室入棟患者の疾患をみると、骨折・外傷の患者が全体のおよそ４分の１を占める。

1.1%

9.6%

2.3%

0.6%

6.4%

2.6%

23.5%

6.8%

1.8%

9.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

1.9%

13.9%

2.9%

1.5%

9.3%

2.8%

11.9%

5.5%

2.6%

14.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

2.6%

25.8%

3.2%

0.9%

8.7%

1.9%

9.2%

6.7%

2.3%

11.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

8.5%

5.1%

11.0%

8.4%

25.9%

12.5%

5.1%

9.0%

5.2%

9.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

一般（７対１） 一般（10対１） 地域包括ケア病棟・病室 療養病棟

(n=12,748) (n=3,004) (n=4,904)(n=1,395)



3.5%

0.7%

21.3%

16.2%

75.2%

83.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成28年

（参考）平成26年調査

地域包括ケア病棟入棟中に手術を実施

それ以外の期間に手術を実施

手術を実施していない・不明

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） 42

地域包括ケア病棟・病室における手術の実施状況

○ 地域包括ケア病棟・病室に入棟している患者のうち当該病棟において手術を行った患者は、全体の3.5％
であった。また、地域包括ケア病棟・病室の入棟前に手術を行った患者は、全体の21.3％であった。

＜地域包括ケア病棟における手術の実施状況＞

(n=1,086)

(n=458)

入棟前に手術を実施

未回答
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【平成28年度調査項目】

（１）一般病棟入院基本料

（２）地域包括ケア病棟入院料

（３）療養病棟入院基本料

（４）退院支援



【関係する改定内容】
①療養病棟入院基本料２の施設基準における医療区分２・３の患者割合に関する要件の追加
②医療区分の評価方法の見直し
③療養病棟における在宅復帰機能の評価に関する施設基準の見直し
④障害者施設等入院基本料等における脳卒中患者の評価の見直し

（３）療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響について

44

【附帯意見（抜粋）】

急性期、回復期、慢性期等の入院医療の機能分化・連携の推進等について、次に掲げる事項等の影響を調
査・検証し、引き続き検討すること。

• 一般病棟入院基本料・特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の
見直しの影響（一般病棟入院基本料の施設基準の見直しが平均在院日数に与える影響を含む）

• 地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの影響
• 療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響
• 夜間の看護要員配置における要件等の見直しの影響

【調査内容案】

調査対象： 療養病棟入院基本料、障害者施設等入院基本料等の届出を行っている医療機関
調査内容：（１）医療機関における人員配置の状況

（２）入院患者の医療区分別患者割合の状況
（３）入院患者の患者像、医療提供の状況、平均在院日数、退院先の状況等 等

中 医 協 総 － ４
２ ８ ． ６ ． ２ ２



医療機能に応じた入院医療の評価について
平成28年度診療報酬改定

医療療養病床を有効に活用する観点から、療養病棟入院基本料１と同様に入院基本料２に
おいても医療区分２・３の患者の受入を要件とする。

ただし、医療区分２・３の患者の割合又は、看護職員の配置基準（２５対１）のみを満たさない
病棟が、以下の基準を満たしている場合には、平成３０年３月末日までに限り、所定点数の９５
／１００を算定できる。
① 療養病棟入院基本料２の施設基準のうち、「看護職員25対１」を「看護職員30対１」に読み替えたものを満たすこと。
② 平成28年3月31日時点で６か月以上療養病棟入院基本料１又は２を届け出ていた病棟であること。

療養病棟入院基本料2における医療区分の高い患者の割合に応じた評価

現行（療養病棟入院基本料）

【療養病棟入院基本料１】
当該病棟の入院患者のうち、医療区分２又は３の患者が８割以上

【療養病棟入院基本料２】
入院患者に関する要件なし

改定後（療養病棟入院基本料）

【療養病棟入院基本料１】
当該病棟の入院患者のうち、医療区分２又は３の患者が８割以上

【療養病棟入院基本料２】
当該病棟の入院患者のうち、医療区分２又は３の患者が５割以上

45



療養病棟入院基本料を算定する病棟における医療区分の評価をより適正なもの
とするため、酸素療法、うつ状態及び頻回な血糖検査の項目について、きめ細
かな状況を考慮する。

医療機能に応じた入院医療の評価について
平成28年度診療報酬改定

46

療養病棟の医療区分のきめ細かな評価

改定後

酸素療法を実施している状態のうち、
• 常時流量３L/分以上を必要とする状態
• 心不全の状態 （NYHA重症度分類のⅢ度若しくはⅣ度）

• 肺炎等の急性増悪により点滴治療を実施している状態（実施から
30日間）

酸素療法を実施している状態（上記以外）

頻回の血糖検査を実施している状態
・糖尿病に対するインスリン製剤又はソマトメジンC製剤の注
射を1日1回以上行い、1日3回以上の頻回の血糖検査が必
要な状態（検査日から3日間）

うつ症状に対する治療を実施している状態
・精神保健指定医がうつ症状に対する薬を投与している場合
・精神科専門療法（入院精神療法等）を算定している場合）

現行

酸素療法を実施している状態

頻回の血糖検査を実施している状態
・糖尿病に対するインスリン治療を行っているなどの、1日3
回以上の頻回の血糖検査が必要な状態（検査日から3日
間）

うつ症状に対する治療を実施している状態
・うつ症状に対する薬を投与している場合
・精神科専門療法（入院精神療法等）を算定している場合）

医療区分３

医療区分２

医療区分２

医療区分３



医療機能に応じた入院医療の評価について
平成28年度診療報酬改定

在宅復帰機能強化加算について、急性期等から受け入れた患者の在宅復帰がより
適切に評価されるよう、以下の施設基準について見直しを行う。

療養病棟の在宅復帰機能強化加算の見直し

重度の意識障害（脳卒中の後遺症の患者に限る。）であって、当該患者の疾患及び
状態等が療養病棟入院基本料に規定する医療区分１又は２に相当する場合は、
療養病棟入院基本料の評価体系を踏まえた評価とする。

※ 特掲診療料の包括範囲は療養病棟と同様とし、看護配置に応じた入院料を設定
※ 平成28年3月31日に既に6か月以上当該病棟に入院している患者は、医療区分３に相当するものとみなす。
※ 特殊疾患病棟入院料・特殊疾患入院医療管理料についても、重度の意識障害（脳卒中の後遺症の患者に限る。）につ

いて、医療区分１、２に相当する場合は、医療区分に応じた報酬を設定。

障害者施設等入院基本料等における脳卒中患者の評価

現行（療養病棟入院基本料）

在宅に退院した患者（1か月以上入院していた患者に限る。）が
50％以上であること。

病床回転率が10％以上であること。

改定後（療養病棟入院基本料）

在宅に退院した患者（自院の他病棟から当該病棟に転棟した患者
については、当該病棟に1ヶ月以上入院していた患者に限る。）が
50％以上であること。

３０．４

平均在院日数
≧１０％

一 般 病 棟 等 か ら 入 院 し 、 自 宅 等 に
退 院 し た 年 間 の 患 者 数

当該病棟の１日平均入院患者数
≧０．１
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療養病棟入院基本料１（療養1） 療養病棟入院基本料２（療養2）

入院料
医療区分1 814点～967点
医療区分２ 1,230～1,412点
医療区分３ 1,468～1,810点

医療区分1 750点～902点
医療区分2 1,165点～1,347点
医療区分3 1,403点～1,745点

看護職員※ 20：1
（医療法で４：１相当）

25：1

看護補助者※ 20：1
（医療法で４：１相当）

25：1

その他
・医療区分2と3の患者の合計が8割以上
・褥瘡患者の発生割合等を継続的に評価

・医療区分2と3の患者の合計が5割以上
・褥瘡患者の発生割合等を継続的に評価

（参考）療養病棟入院基本料の概要
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※ 療養病床については、医療法施行規則に基づき、看護職員及び看護補助者の人員配置は、本則上４：１（診療報酬基準
でいう２０：１に相当）以上とされているが、同施行規則（附則）に基づき、経過措置として、平成３０年３月３１日までの間は、
６：１ （診療報酬基準でいう３０：１に相当）以上とされている。

※ 医療法施行規則に基づく人員配置の標準は、他の病棟や外来を合わせ、病院全体で満たす必要がある。



99,413 112,920 125,083 126,423 134,775 143,635 

110,760 99,129 89,627 77,830 74,212 71,619 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

療養病棟入院基本料１の届出病床数 療養病棟入院基本料２の届出病床数

入院基本料１の割合 入院基本料２の割合

210,173 212,049 214,710 208,987 215,254204,253

療養病棟入院基本料の届出病床数の推移

○ 療養病棟入院基本料の届出病床数は横ばいから微増傾向。
○ 療養１の病床数は増加傾向。

出典：保険局医療課調べ

中医協 総－５

２９．１．２５
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（各年７月１日時点）

（床） 療養２の割合

療養２の届出病床数

療養１の割合

療養１の届出病床数



4.9%
2.2%

90.2% 2.7%1

国 公立 公的・組合 医療法人 その他・不明

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

回答施設の状況①（療養病棟入院基本料）

＜医療機関の開設者の内訳＞

50

○ 療養病棟入院基本料届出医療機関について、回答医療機関の開設者別の内訳をみると、民間が
全体の９割を占める。

(n=549)

4.9%

2.2%

90.2% 2.7%

0% 50% 100%

1

国 公立 公的・組合 医療法人 その他・不明

※ 国…国立大学法人、NHO等、公立…都道府県、市町村、地方独立行政法人
公的・組合…済生会、日赤、健保連等、民間…医療法人、会社等

86.9%

94.6%

2.1%

2.3%

10.8%

3.0%

0.2%

0.1%

0.0%50.0%100.0%

（参考）療養病棟入院基本料届出医療機関数
における開設者割合

療養１
（n=2,149）

療養２
（n=1,318）

出典：保険局医療課調べ（平成27年７月１日時点）

0% 50% 100%

0.0%

民間

民間

未回答



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 51

(n=548)
＜病床規模別の内訳＞

回答施設の状況②（療養病棟入院基本料）

○ 回答施設の病床規模をみると、療養病棟入院基本料を有していると回答した医療機関の許可病床数は、
99床以下の医療機関が最も多く、次いで100床～199床の割合が多い。

各医療機関の許可病床数

224
213

61

32

11
4 0 1 2

0

50

100

150

200

250

99床以下 100～199床 200～299床 300～399床 400～499床 500～599床 600～699床 700～799床 800床以上

（医療機関数）



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 52

(n=509)

＜療養１（20対１）、療養２（25対１）別の届出状況＞

回答施設の状況③（療養病棟入院基本料）

○ 回答施設の療養１（20対１）、療養２（25対１）別の届出状況をみると、療養１のみの施設が約６割、療養２
のみの施設が約３割、両者を合わせて届け出ている医療機関は１割弱であった。

60.3% 31.8% 7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1
20対1のみの施設

25対1のみの施設

20対1、25対1を合わせて届け出ている施設



出典：平成28年度入院医療等の調査（病棟票） 53

(n=527)

＜療養１（20対１）届出病棟のうち在宅復帰機能強化加算を算定する病棟＞

回答施設の状況④（療養病棟入院基本料）

○ 療養１（20対１）届出病棟のうち在宅復帰機能強化加算を算定する病棟の割合は全体の４分の１程度で
あった。

74.6% 25.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1 在宅復帰機能強化加算算定なし

在宅復帰機能強化加算算定あり

なし あり



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

療養病棟入院基本料１（20対1）を届け出ている理由

54

＜療養病棟（20対1）を届け出ている理由（最も該当するもの）＞

○ 療養１（20対１）を届け出ている医療機関に、届け出ている理由を聞くと、「療養病棟（20対１）相当の
看護配置が必要な入院患者が多い（医療需要がある）ため」が最も多かった。

42.9%

18.5%

19.0%

1.5%

3.3%

0.0%

0.6%

2.1%

6.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

療養病棟（20対1）相当の看護配置が必要な入院患者

が多い（医療需要がある）ため

療養病棟（20対1）から他病棟へ転換すると、地域の

ニーズに応えられなくなる懸念があるため

施設基準を満たしており、特に転換する必要性を認めな

いため

現在、療養病棟（20対1）に応じた職員を雇用しており、

転換することで余剰職員が発生するため

療養病棟（20対1）の方が、他の病棟と比較して収益を

上げやすいため

療養病棟（20対1）から他病棟へ転換することで、職員の

モチベーションが低下するため

療養病棟（20対1）から他病棟へ転換することで、職員の

負担が増加する懸念があるため

その他

未回答

（n=336）



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

療養病棟入院基本料２（25対1）を届け出ている理由

55

＜療養２（25対1）を届け出ている理由（最も該当するもの）＞

○ 療養２（25対１）を届け出ている医療機関に、届け出ている理由を聞くと、「療養病棟（20対1）の施設基準
を満たす医療区分2・3の該当患者割合まで患者を集めるのが困難であるため」が最も多かった。

25.3%

16.0%

12.9%

26.3%

0.5%

0.0%

2.1%

1.0%

6.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

療養病棟（25対1）相当の看護配置が必要な入院患者が多い（医療需要があ

る）ため

療養病棟（25対1）から他病棟へ転換すると、地域のニーズに応えられなくな

る懸念があるため

療養病棟（20対1）の施設基準を満たす職員の確保が困難であるため

療養病棟（20対1）の施設基準を満たす医療区分2・3の該当患者割合まで患

者を集めるのが困難であるため

療養病棟（25対1）の方が、他の病棟と比較して収益を上げやすいため

療養病棟（25対1）から他病棟へ転換することで、職員のモチベーションが低

下するため

療養病棟（25対1）から他病棟へ転換することで、職員の負担が増加する懸

念があるため

その他

未回答

(n=194)



0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 1 0 1 2 5 9
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各病棟における医療区分２・３患者の占める割合の分布

出典：平成28年度入院医療等の調査（病棟票） 56

○ 療養１（20対１）を届け出ている病棟において、各病棟における医療区分２・３患者の占める割合の分布をみると、90％
を超える医療機関は全体の６割弱であった

○ 療養２（25対１）を届け出ている病棟において、各病棟における医療区分２・３患者の占める割合の分布をみると、50％
を超える医療機関は全体の７割弱であった。

＜各病棟における医療区分２・３患者の占める割合の分布＞
療養１（20対１）

療養２（25対１）

(n=219)

(n=89)

基準 80％

基準 50％



出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） 57

＜入院患者の医療区分（20対１、25対１）＞

療養病棟入院患者の医療区分①

○ 入院患者の医療区分をみると、区分２・３の患者は、療養１（20対１）では全体のおよそ９割を占め、療養
２（25対１）では、全体のおよそ６割を占めた。

9.7%

38.7%

54.7%

38.6%

35.5%

22.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20対１

25対１

医療区分1

医療区分2

医療区分3

(n=3,562)

(n=1,182)

90.2％

61.3％



療養病棟における患者の流れ

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

療
養
病
棟

【入棟元】 【退棟先】
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○ 療養病棟入院患者の入棟元をみると、他院の７対１、10対１病床からの患者が最も多い。
○ 療養病棟入院患者の退棟先をみると、死亡退院が最も多い。

(n=4,904) (n=147)

自宅等

自宅
在宅医療の提供あり 3.4%

在宅医療の提供なし 12.9%

介護老人福祉施設（特養） 4.8%

居住系介護施設（グループホーム等） 8.2%

障害者支援施設 0.0%

自院

一般病床 2.7%

地域包括ケア病床・回復期リハ病床 0.0%

療養病棟
在宅復帰機能強化加算あり 0.0%

在宅復帰機能強化加算なし 1.4%

その他の病床 2.0%

他院

一般病床 10.2%

地域包括ケア病床・回復期リハ病床 0.0%

療養病棟
在宅復帰機能強化加算あり 0.0%

在宅復帰機能強化加算なし 0.0%

その他の病床 0.0%

有床診療所
在宅復帰機能強化加算あり 0.0%

在宅復帰機能強化加算なし 0.0%

介護施設

介護療養型医療施設 1.4%

介護老人保健施設

在宅強化型 0.0%

在宅復帰・在宅療養支援機能加算あり 0.7%

上記以外 5.4%

死亡退院 40.1%

その他 0.0%

未回答 2.7%

自宅 11.0%

自院

自院の7対1、10対1病床 12.5%

自院の地域包括ケア・回リハ病床 4.0%

自院の療養病床 3.8%

他院

他院の7対1、10対1病床 41.0%

他院の地域包括ケア・回リハ病床 3.3%

他院の療養病床 3.9%

介護療養型医療施設 1.4%

介護老人保健施設 2.8%

介護老人福祉施設（特養） 3.1%

居住系介護施設 2.0%

障害者支援施設 0.3%

その他 9.7%

未回答 1.0%



1.0%
0.2%
0.1%
0.6%
0.8%

1.6%
2.0%
2.1%
2.4%
2.8%
3.4%
4.0%

6.7%
12.7%
12.5%

14.1%
14.9%

11.3%
4.9%

1.5%
0.3%

0% 5% 10% 15% 20%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） 59

1.5%
0.2%
0.2%
0.6%
0.4%

1.3%
2.0%

1.4%
1.0%

1.7%
2.0%

3.4%
4.5%

8.7%
10.2%

13.4%
17.2%
17.0%

9.4%
3.5%

0.3%

0% 5% 10% 15% 20%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

0.0%
0.0%
0.1%
0.0%
0.3%
0.4%
0.1%
0.3%
0.7%
0.9%
1.1%

2.4%
4.1%

7.4%
10.5%

13.7%
20.1%
20.7%

12.8%
3.6%

0.7%

0% 10% 20% 30%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

0.1%
0.0%
0.0%
0.1%
0.1%
0.2%
0.4%
0.4%
0.4%
0.8%
1.2%
1.9%

3.5%
6.0%

7.3%
12.1%

18.9%
21.7%

16.8%
6.5%

1.5%

0% 10% 20% 30%

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０～９４歳

９５～９９歳

１００歳以上

一般（７対１） 一般（10対１） 地域包括ケア病棟・病室 療養病棟

(n=12496) (n=2,952) (n=4,850)(n=1,350)

47.0% 60.9% 71.4% 77.6%

療養病棟入院患者の年齢階級別分布

○ 療養病棟入院患者の年齢分布をみると、75歳以上の占める割合は全体の77.6％であり、他の区分
より多い。



療養病棟入院患者の疾患

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） ※主要なものを事務局で抜粋 60

○ 療養病棟入院患者の疾患をみると、脳梗塞・脳出血の占める割合が、他の区分より多い。

1.1%

9.6%

2.3%

0.6%

6.4%

2.6%

23.5%

6.8%

1.8%

9.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

1.9%

13.9%

2.9%

1.5%

9.3%

2.8%

11.9%

5.5%

2.6%

14.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

2.6%

25.8%

3.2%

0.9%

8.7%

1.9%

9.2%

6.7%

2.3%

11.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

8.5%

5.1%

11.0%

8.4%

25.9%

12.5%

5.1%

9.0%

5.2%

9.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

パーキンソン病関連

疾患

骨折・外傷（脊髄損

傷以外）

片麻痺

四肢麻痺

脳梗塞

脳出血

悪性腫瘍

心不全（高度非代償

性）

慢性閉塞性肺疾患

（COPD）

肺炎

一般（７対１） 一般（10対１） 地域包括ケア病棟・病室 療養病棟

(n=12,748) (n=3,004) (n=4,904)(n=1,395)



出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票） 61

療養病棟入院患者の医療区分②

○ 医療区分の一部の状態について、平成27年11月1日時点と平成28年11月1日時点の該当患者割合を
比較すると、「酸素療法を実施している状態」では、平成27年（医療区分3のみ）の該当患者割合は18.2％、
平成28年（医療区分2・3の合計）の該当患者割合は17.9％であり、ほぼ横ばいであった。

○ 「頻回の血糖検査を実施している状態」と「うつ症状に対する治療を実施している状態」では、いずれも平
成28年の該当患者割合は平成27年に比べてやや減少した。

平成27年11月１日時点 平成28年11月１日時点

18.2%

6.3%

4.8%

0% 5% 10% 15% 20%

酸素療法を実施している状態・医

療区分３に該当

頻回の血糖検査を実施している状

態・医療区分２に該当

うつ症状に対する治療を実施して

いる状態・医療区分２に該当

(n=343)

8.3%

9.6%

4.2%

3.0%

0% 5% 10% 15% 20%

酸素療法を実施している状態・医

療区分３に該当

酸素療法を実施している状態・医

療区分２に該当

頻回の血糖検査を実施している状

態・医療区分２に該当

うつ症状に対する治療を実施して

いる状態・医療区分２に該当

(n=343)

17.9％
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【平成28年度調査項目】

（１）一般病棟入院基本料

（２）地域包括ケア病棟入院料

（３）療養病棟入院基本料

（４）退院支援



患者が安心・納得して退院するための退院支援等の充実

施設間の
連携等の推進

高度急性期
医療機関

診療所

地域に密着した
入院医療機関

訪問看護
ステーション等

在宅復帰の推進

自宅

○ 退院支援に関する以下の取組みを評価
・病棟への退院支援職員の配置
・連携する施設の職員との定期的な面会
・介護支援専門員との連携
・多職種による早期のカンファレンス 等

○ 在宅療養への円滑な移行を支援するため
の、退院直後の看護師等による訪問指導を評
価

○ 高い在宅復帰機能を持つ有床診療所に
対する評価の新設

○ 7対1病棟等における在宅復帰率の基準
の引上げと指標の見直し

○ 療養病棟（在宅復帰機能強化加算算定病
棟）における、急性期等からの在宅復帰を
適切に評価するための指標の見直し

在宅復帰機能が高い医療機関の評価退院支援の充実

平成28年度診療報酬改定

患者が安心・納得して退院し、早期に住み慣れた地域で療養や生活を継続できるように、積極的な退
院支援に対する評価の充実や在宅復帰機能が高い医療機関に対する評価の見直し等を実施。
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【関係する改定内容】
①退院支援に関する評価の充実
②７対１入院基本料、地域包括ケア病棟入院料における在宅復帰率要件の見直し
③有床診療所における在宅復帰機能強化加算の新設

（４）退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率の評価の在り方について

64

【附帯意見（抜粋）】

急性期、回復期、慢性期等の入院医療の機能分化・連携の推進等について、次に掲げる事項等の影響を調
査・検証し、引き続き検討すること。
（中略）

あわせて、短期滞在手術基本料及び総合入院体制加算の評価の在り方、救急患者の状態を踏まえた救急
医療管理加算等の評価の在り方、退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率の評価の在り方、療養
病棟を始め各病棟における患者像を踏まえた適切な評価の在り方、医療従事者の負担軽減にも資するチー
ム医療の推進等について、引き続き検討すること。

【調査内容案】
調査対象：一般病棟入院基本料、特定機能病院入院基本料、専門病院入院基本料、地域包括ケア病

棟入院料、有床診療所入院基本料等の届出を行っている医療機関及び退院支援加算の届
出を行っている医療機関を含む医療機関

調査内容：医療機関における退院支援の状況、各入院料等における退院先の状況、連携先の医療機
関及び介護事業者の状況 等

中 医 協 総 － ４
２ ８ ． ６ ． ２ ２



地域包括ケアシステム推進のための取組の強化①

患者が安心・納得して退院し、早期に住み慣れた地域で療養や生活を継続できるよう
に、保険医療機関における退院支援の積極的な取組みや医療機関間の連携等を推進する
ための評価を新設する。

(新) 退院支援加算１
イ 一般病棟入院基本料等の場合 ６００点
ロ 療養病棟入院基本料等の場合 １,２００点

(改) 退院支援加算２
イ 一般病棟入院基本料等の場合 １９０点
ロ 療養病棟入院基本料等の場合 ６３５点

退院支援に関する評価の充実①

［算定要件・施設基準］

退院支援加算１
退院支援加算２

（現在の退院調整加算と原則同要件）

退院困難な患者の早期抽出 ３日以内に退院困難な患者を抽出 ７日以内に退院困難な患者を抽出

入院早期の患者・家族との面談 ７日以内に患者・家族と面談 できるだけ早期に患者・家族と面談

多職種によるカンファレンスの実施 ７日以内にカンファレンスを実施 カンファレンスを実施

退院調整部門の設置 専従１名（看護師又は社会福祉士） 専従１名（看護師又は社会福祉士）

病棟への退院支援職員の配置
退院支援業務等に専従する職員を病棟に配置

（２病棟に１名以上）
－

医療機関間の顔の見える連携の構築
連携する医療機関等（20か所以上）の職員と

定期的な面会を実施（３回/年以上）
－

介護保険サービスとの連携 介護支援専門員との連携実績 －

職員の病棟配
置や連携体制

の確立等を評価

平成28年度診療報酬改定
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地域包括ケアシステム推進のための取組の強化②

現行の新生児特定集中治療室退院調整加算を基調としつつ、新生児特定集中治療室に入
院した患者に対する退院支援に関する評価を新設する。

(新) 退院支援加算３ １,２００点

［算定要件］
① 新生児特定集中治療室管理料等を算定した患者であって以下の退院困難な要因を有する患者、及び他の保険医療期間において当

該加算を算定した転院患者について、家族等の同意を得て退院支援計画を策定し、当該計画に基づき退院した場合に算定する。
退院困難な要因；先天奇形、染色体異常、出生体重1,500g未満、新生児仮死（Ⅱ度以上のものに限る。）、その他生命に関わる重

篤な状態
② 入院後７日以内に退院困難な要因を有する患者を抽出し、現在の病状及び今後予想される状態等について家族等と話合いを開始

する。また、入院後１か月以内に退院支援計画の作成に着手し、文書で家族等に説明を行い交付する。

現行の地域連携診療計画管理料等を基調としつつ地域連携診療計画を策定・共有した上
で、医療機関間の連携を図っている場合についての評価を新設する。

退院支援加算
(新) 地域連携診療計画加算 ３００点（退院時１回）

診療情報提供料（Ⅰ）
(新) 地域連携診療計画加算 ５０点

［算定要件］
① あらかじめ疾患ごとに地域連携診療計画が作成され、一連の治療を担う連携保険医療機関等と共有されている。
② 地域連携診療計画の対象疾患の患者に対し、当該計画に沿って治療を行うことについて患者の同意を得た上で、入院後７日以内

に個別の患者ごとの診療計画を作成し、文書で家族等に説明を行い交付する。
③ 患者に対して連携保険医療機関等において引き続き治療が行われる場合には、当該連携保険医療機関に対して、当該患者に係る

診療情報や退院後の診療計画等を文書により提供する。また、当該患者が、転院前の保険医療機関において地域連携診療計画加算
を算定した場合には、退院時に、当該転院前の保険医療機関に対して当該患者に係る診療情報等を文書により提供する。

退院支援に関する評価の充実③

平成28年度診療報酬改定
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医療と介護の連携及び入院から在宅への円滑な移行を推進する観点から、介護支援連携
指導料及び退院時共同指導料について、評価の見直しを行う。

医療機関間の連携と退院支援に向けた評価の充実

平成28年度診療報酬改定
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現行

介護支援連携指導料 300点

退院時共同指導料１

１ 在支診の場合 1,000点

２ １以外の場合 600点

退院時共同指導料２ 300点

改定後

介護支援連携指導料 400点

退院時共同指導料１

１ 在支診の場合 1,500点

２ １以外の場合 900点

退院時共同指導料２ 400点

地域包括ケアシステム推進のための取組の強化③



地域包括ケアシステム推進のための取組の強化④

医療ニーズが高い患者が安心・安全に在宅療養に移行し、在宅療養を継続できるようにするた
めに、退院直後の一定期間、退院支援や訪問看護ステーションとの連携のために、入院してい
た医療機関から行う訪問指導について評価する。

（新） 退院後訪問指導料 ５８０点（１日につき）
（新） 訪問看護同行加算 ２０点

［算定要件］

① 対象患者：別表第８又は認知症高齢者の日常生活自立度判定基準Ⅲ以上※

※要介護被保険者等及び看護師等が配置されている特別養護老人ホーム・指定障害者支援施設等の入所者（ただし保険医

療機関を除く。）も算定可能とする。

② 算定回数：退院後１か月以内に限り、５回を限度として算定する。

③ 在宅療養を担う訪問看護ステーション又は他の保険医療機関の看護師等と同行し、指導を行った場合に
は、訪問看護同行加算として、退院後１回に限り、所定点数に加算する。

平成28年度診療報酬改定

退院直後の在宅療養支援に関する評価

別表第８
１ 在宅悪性腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気
管切開患者指導管理を受けている状態にある者
又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用し
ている状態にある者
２ 以下のいずれかを受けている状態にある者
在宅自己腹膜灌流指導管理
在宅血液透析指導管理
在宅酸素療法指導管理
在宅中心静脈栄養法指導管理
在宅成分栄養経管栄養法指導管理
在宅自己導尿指導管理

在宅人工呼吸指導管理
在宅持続陽圧呼吸療法指導管理
在宅自己疼痛管理指導管理
在宅肺高血圧症患者指導管理
３ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状
態にある者
４ 真皮を超える褥瘡の状態にある者
５ 在宅患者訪問点滴注射管理指導料を算
定している者＜入院医療機関＞

＜患家＞

＜訪問看護ステーション＞

訪問看護
同行加算

退院後
訪問指導料
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出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 69

＜退院支援加算を算定している医療機関の病床規模別の分布＞

退院支援加算を算定している医療機関の病床規模別の分布

○ 退院支援加算を算定している医療機関の病床規模別の状況をみると、加算２を算定している医療機関に
比べ加算１を算定している医療機関の方が、500床以上の占める割合が大きい。

5.0%

8.7%

15.8%

19.7%

15.1%

14.2%

23.0%

22.8%

16.5%

17.3%

9.4%

7.1%

7.9%

4.7%

3.6%

3.1%

3.6%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

退院支援加算１算定医療機関

退院支援加算２算定医療機関

99床以下

100～199床

200～299床

300～399床

400～499床

500～599床

600～699床

700～799床

800床以上

500床以上

(n=139)

(n=127)



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 70

＜退院困難な要因の内訳＞

退院支援加算算定患者の退院困難な要因の内訳

○ 退院支援加算算定患者の「退院困難な要因」の内訳は、ＡからＤのいずれの区分であっても「緊急入院で
あること」、「入院前に比べADLが低下し、退院後の生活様式の再編が必要であること（必要と推測される
こと）」という理由が多かった。

18.2%

37.3%

9.1%

28.3%

12.4%

10.9%

6.7%

6.0%

4.9%

0% 20% 40% 60%

① 悪性腫瘍、認知症又は誤嚥性肺

炎等の急性呼吸器感染症のいずれ

かであること

② 緊急入院であること

③ 要介護認定が未申請であること

※

④ 入院前に比べADLが低下し、退

院後の生活様式の再編が必要であ

ること（必要と推測されること）

⑤ 排泄に介助を要すること

⑥ 同居者の有無に関わらず、必要

な介護を十分に提供できる状況に

ないこと

⑦ 退院後に医療処置（胃瘻等の経

管栄養法を含む）が必要なこと

⑧ 入退院を繰り返していること

⑨ その他患者の状況から判断して

①から⑧までに準ずると認められる

場合

16.8%

33.5%

10.3%

34.4%

14.4%

13.6%

6.3%

6.5%

3.8%

0% 20% 40% 60%

14.8%

29.6%

8.2%

38.7%

14.4%

15.1%

6.8%

5.8%

3.0%

0% 20% 40% 60%

15.4%

33.5%

7.2%

28.7%

17.2%

12.3%

7.9%

7.9%

5.6%

0% 20% 40% 60%

Ａ票（７対１・10対１）

(n=539）

Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等）

（n=389）

Ｃ票（療養）

（n=325）

Ｄ票（障害者施設）

（n=221）



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 71

＜退院支援に係る基準の策定状況＞

退院支援に係る基準の策定状況

○ 退院支援に係る基準の策定状況をみると、「退院困難な要因を有している患者を抽出する基準がある」と
回答した施設は、Ａ票の対象施設では７割弱であった。

68.0%

24.8%

28.7%

0% 20% 40% 60% 80%

退院困難な要因を有して

いる患者を抽出する基準

がある

退院支援に携わる看護師

と社会福祉士がともに配置

されている病棟があり、患

者への支援内容に応じて

担当者（看護師・社会福祉

士）を割当てる基準がある

不明

47.0%

23.0%

48.3%

0% 20% 40% 60% 80%

23.6%

10.0%

73.0%

0% 20% 40% 60% 80%

35.1%

19.1%

58.9%

0% 20% 40% 60% 80%

(n=649) (n=487) (n=512) (n=282)
Ａ票（７対１・10対１） Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等） Ｃ票（療養） Ｄ票（障害者施設）

未回答



出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 72

＜退院支援部門の設置状況＞

退院支援部門の設置状況

○ 退院支援部門の設置状況をみると、Ａ票では退院支援部門を設置している医療機関が、82.7％で
あった。

(n=649) (n=487) (n=512) (n=282)

82.7%

15.7%

1.5%

0.0% 50.0% 100.0%

退院支援部門を設置

している

退院支援部門を設置

していない

不明

69.0%

27.7%

3.3%

0.0% 50.0% 100.0%

47.7%

47.5%

4.9%

0.0% 50.0% 100.0%

58.2%

39.7%

2.1%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ票（７対１・10対１） Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等） Ｃ票（療養） Ｄ票（障害者施設）

未回答



0.0

0.3

1.3

1.0

0.1

0.2

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

0.0

0.5

1.4

1.2

0.1

0.3

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 73

＜退院支援部門に従事する職員数＞

退院支援部門に従事する職員数

○ 退院支援部門に従事する職員数をみると、いずれの区分でも相談員の従事者数が最も多かった。

(n=537) (n=336) (n=244) (n=164)

0.0

1.2

1.8

1.7

0.3

0.4

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

① 医師

② 看護師

③ 相談員

（③のうち）社会福祉士

④ その他の職種（准看護師も含

む）

⑤ ケアマネジャー（介護支援専門

員）の資格を有する者

0.0

0.4

1.7

1.4

0.1

0.3

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0
（人）（人）（人）（人）

Ａ票（７対１・10対１） Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等） Ｃ票（療養） Ｄ票（障害者施設）

（再掲）介護支援専門員の
資格を有する者



45.0%

46.7%

29.0%

24.2%

50.5%

8.6%

6.8%

17.1%

17.6%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

担当患者数が多いため、患者1人当たりの退院調

整に十分な時間を割くことができない

退院支援に係る職員数が確保できないため、十分

な退院調整ができない

退院支援を開始するタイミングが遅れてしまってい

ることが多い

病棟との情報共有が十分でないことが多い

患者・家族と面会日等を調整することが難しい

患者・家族に退院後の介護サービス等の内容を伝

えることが難しい

在宅支援を行う医療・介護サービスからの連携を

得ることが難しい

地域の中で、在宅支援を行う医療・介護サービス

の事業所が少ない

その他

不明

32.6
%

42.7
%

28.5
%

18.5
%

45.2
%

9.7%

10.3
%

16.6
%

15.6
%

7.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票） 74

＜退院支援の積極的な取組みや促進等を困難にしている事項＞

退院支援の積極的な取組みや促進等を困難にしている事項

○ 退院支援の積極的な取組みや促進等を困難にしている事項についてみると、Ａ・Ｂ票では、「患者・家族と
面会日等を調整することが難しい」という回答が最も多く、Ｃ・Ｄ票では、「退院支援に係る職員数が確保で
きないため、十分な退院調整ができない」という回答が最も多かった。

(n=649) (n=487) (n=512) (n=282)

20.3
%

39.1
%

17.0
%

12.5
%

22.3
%

9.0%

5.9%

13.5
%

22.3
%

11.9
%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

25.5
%

31.2
%

16.3
%

16.3
%

30.5
%

6.4%

4.3%

16.0
%

25.2
%

12.4
%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

Ａ票（７対１・10対１） Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等） Ｃ票（療養） Ｄ票（障害者施設）

未回答



出典：平成28年度入院医療等の調査（病棟票） 75

＜病棟への専従又は専任退院支援職員配置の有無＞

病棟への専従又は専任退院支援職員配置の有無

○ 病棟への専従又は専任退院支援職員配置の有無をみると、Ａ票からＤ票のなかでは、Ｂ票が
退院支援の専任又は専従の職員がいると回答した病棟が最も多かった。

(n=1,995) (n=429) (n=394) (n=265)

55.2%

41.6%

3.2%

0.0% 50.0% 100.0%

退院支援の専任あるいは

専従の職員がいる

退院支援の専任・専従の

職員はいない

不明

71.3%

23.8%

4.9%

0.0% 50.0% 100.0%

36.8%

53.3%

9.9%

0.0% 50.0% 100.0%

35.8%

62.6%

1.5%

0.0% 50.0% 100.0%

Ａ票（７対１・10対１） Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等） Ｃ票（療養） Ｄ票（障害者施設）

未回答



出典：平成28年度入院医療等の調査（病棟票） 76

＜退院支援の専任又は専従の職員がいる場合、もたらされている効果等＞

退院支援の専任又は専従の職員がもたらす効果等

○ 退院支援の専任又は専従の職員がいる場合のもたらされている効果をみると、Ａ・Ｂ票については、
「より早期に退院支援を行う患者を病棟で抽出・関与できる」という回答が最も多く、Ｃ票については、「患
者及び家族への説明や面会の頻度を増やすことができる」という回答が最も多かった。

85.5%

65.7%

63.4%

59.7%

55.7%

4.2%

3.5%

0.0% 50.0% 100.0%

より早期に退院支援を行う

患者を病棟で抽出・関与で

きる

より多くの患者に対して退

院支援を行える

患者及び家族への説明や

面会の頻度を増やすことが

できる

早期退院に向けた多職種カ

ンファレンスの開催頻度を

増やすことができる

退院支援計画の作成が滞り

なく行える

その他

不明

78.8%

71.6%

62.7%

58.2%

55.2%

4.9%

1.0%

0.0% 50.0% 100.0%

56.6%

53.1%

57.9%

45.5%

40.0%

2.8%

2.1%

0.0% 50.0% 100.0%

74.7%

52.6%

57.9%

52.6%

41.1%

11.6%

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%
(n=1,101) (n=306) (n=145) (n=95)

Ａ票（７対１・10対１） Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等） Ｃ票（療養） Ｄ票（障害者施設）

未回答



出典：平成28年度入院医療等の調査（病棟票） 77

＜退院支援で困難等を感じる点＞

退院支援で困難等を感じる点

○ 退院支援で困難等を感じる点について、Ａ・Ｂ票では、「患者1人当たりの退院調整に十分な時間を割くこ
とができない」、「患者・家族と面会日等を調整することが難しい」という回答が多かったが、Ｃ・Ｄ票では「全
ての患者に対して退院支援を行うことは難しい」という回答が多かった。

(n=1,995) (n=429) (n=394) (n=265)

11.6%

46.6%

55.5%

41.5%

15.9%

51.5%

20.6%

33.4%

9.9%

7.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

退院支援を行う患者を病棟で抽出

することが難しい

全ての患者に対して退院支援を行う

ことは難しい

患者1人当たりの退院調整に十分な

時間を割くことができない

退院支援を開始するタイミングが遅

れてしまっていることが多い

退院支援室等との情報共有が十分

でないことが多い

患者・家族と面会日等を調整するこ

とが難しい

患者・家族に退院後の介護サービス

等の内容を伝えることが難しい

他の医療機関・施設との顔の見える

関係を構築するのが難しい

その他

不明

5.4%

34.0%

44.8%

25.2%

11.0%

51.0%

13.3%

19.1%

11.7%

9.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

13.5%

47.2%

31.0%

22.6%

7.9%

25.6%

10.2%

12.4%

10.2%

19.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

16.6%

40.8%

25.3%

11.7%

6.0%

29.8%

15.8%

18.1%

24.2%

9.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

Ａ票（７対１・10対１） Ｂ票（地域包括ケア・回リハ等） Ｃ票（療養） Ｄ票（障害者施設）

未回答



その他の調査結果

78



入院料ごとの医療機関の許可病床数

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

＜各入院料を有する医療機関の許可病床数別割合＞

79
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

特殊疾患病棟入院料または特殊疾患入院医療管理料

(n=64)

障害者施設等入院基本料

(n=232)

認知症治療病棟入院料

(n=18)

療養病棟入院基本料２（２５：１）

(n=202)

療養病棟入院基本料１（２０：１）

(n=346)

回復期リハビリテーション病棟入院料

(n=213)

地域包括ケア病棟入院料または地域包括ケア入院医療管理料

(n=232)

専門病院入院基本料

(n=7)

特定機能病院入院基本料（一般）

(n=41)

一般病棟入院基本料１５：１

(n=105)

一般病棟入院基本料１３：１

(n=65)

一般病棟入院基本料１０：１

(n=313)

一般病棟入院基本料７：１

(n=317)

99床以下

100～199床

200～299床

300～399床

400～499床

500～599床

600～699床

700～799床

800床以上



874.2694.8

199.9

200.1

272.5

367.5

483.4

243.5

265.4

150 250 350 450 550 650 750 850

特殊疾患病棟入院料２(n=14)

特殊疾患病棟入院料１(n=20)

障害者施設等入院基本料１５：１(n=9)

障害者施設等入院基本料１３：１(n=26)

障害者施設等入院基本料１０：１(n=110)

障害者施設等入院基本料７：１(n=6)

認知症治療病棟入院料１(n=10)

療養病棟入院基本料2(n=114)

療養病棟入院基本料1(n=205)

回復期リハビリテーション病棟入院料…

回復期リハビリテーション病棟入院料…

回復期リハビリテーション病棟入院料…

地域包括ケア病棟入院料2(n=6)

地域包括ケア病棟入院料1(n=100)

専門病院入院基本料(n=6)

特定機能病院入院基本料(一般)(n=29)

一般病棟入院基本料15対1(n=57)

一般病棟入院基本料13対1(n=36)

一般病棟入院基本料10対1(n=188)

一般病棟入院基本料7対1(n=269)

入院料ごとの平均在院日数

出典：平成28年度入院医療等の調査（施設票）

＜入院料ごとの平均在院日数＞
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58.7

63.8

71.1

34.1

26.0

12.8

13.9

40.2

19.0

15.9

12.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

特殊疾患病棟入院料２(n=14)

特殊疾患病棟入院料１(n=20)

障害者施設等入院基本料１５：１(n=9)

障害者施設等入院基本料１３：１(n=26)

障害者施設等入院基本料１０：１(n=110)

障害者施設等入院基本料７：１(n=6)

認知症治療病棟入院料１(n=10)

療養病棟入院基本料2(n=114)

療養病棟入院基本料1(n=205)

回復期リハビリテーション病棟入院料3(n=11)

回復期リハビリテーション病棟入院料2(n=72)

回復期リハビリテーション病棟入院料1(n=80)

地域包括ケア病棟入院料2(n=6)

地域包括ケア病棟入院料1(n=100)

専門病院入院基本料(n=6)

特定機能病院入院基本料(一般)(n=29)

一般病棟入院基本料15対1(n=57)

一般病棟入院基本料13対1(n=36)

一般病棟入院基本料10対1(n=188)

一般病棟入院基本料7対1(n=269)

（日）



入院料ごとの一日平均単価

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

＜1日当たりのレセプト請求点数（点数/日数）＞

81

（点）

（専門病院入院基本料は有効回答なし）

1,796 

2,429 

1,277 

1,453 

1,842 

3,632 

2,905 

6,701 

2,098 

2,581 

3,070 

4,466 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

特殊疾患病棟入院料(n=312)

障害者施設等入院基本料(n=1,087)

認知症治療病棟入院料1(n=133)

療養病棟入院基本料2（25対1）(n=634)

療養病棟入院基本料1（20対1）(n=1,737)

回復期リハビリテーション病棟入院料(n=1,057)

地域包括ケア病棟入院料(n=451)

特定機能病院入院基本料（一般）(n=909)

15対1一般病棟入院基本料(n=250)

13対1一般病棟入院基本料(n=217)

10対1一般病棟入院基本料(n=1,227)

7対1一般病棟入院基本料(n=1,686）

※1件あたりレセプト総点数を入院日数で割った平均値。
調査日時点で算定している入院料で分類をしており、当該月に他入院料を算定していた場合、その点数も含まれるため、例えば当該月に集中
治療室や急性期病棟等から調査対象病棟に転棟している患者の場合は、調査日に入院している病棟の入院料だけでなく、急性期病棟等の入
院料が含まれている。



入院料ごとの年齢分布

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

＜入院料ごとの年齢階級別分布＞
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７５歳以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特殊疾患病棟入院料
(n=792)

障害者施設等入院基本料
(n=2,627)

認知症治療病棟入院料1
(n=200)

療養病棟入院基本料2（25対1）
(n=1,219)

療養病棟入院基本料1（20対1）
(n=3,631)

回復期リハビリテーション病棟入院料
(n=1,997)

地域包括ケア病棟入院料
(n=1,050))

専門病院入院基本料
(n=303)

特定機能病院入院基本料(一般)
(n=5,004)

一般病棟入院基本料15対1
(n=605)

一般病棟入院基本料13対1
(n=422)

一般病棟入院基本料10対1
(n=2,952)

一般病棟入院基本料7対1
(n=12,496)

０～１９歳

２０～３９歳

４０～７４歳

７５～８４歳

８５～９４歳

９５歳以上



入院料ごとの認知症患者の割合

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

＜認知症患者数の割合＞
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

特殊疾患病棟入院料(n=811)

障害者施設等入院基本料

(n=2,662)

認知症治療病棟入院料1

(n=201)

療養病棟入院基本料2（25対1）

(n=1,244)

療養病棟入院基本料1（20対1）

(n=3,660)

回復期リハビリテーション

病棟入院料(n=2,003)

地域包括ケア病棟入院料

(n=1,086)

専門病院入院基本料

(n=389)

特定機能病院入院基本料(一般)

(n=5,535)

一般病棟入院基本料15対1

(n=616)

一般病棟入院基本料13対1

(n=423）

一般病棟入院基本料10対1

（n=3,004)

一般病棟入院基本料7対1

(n=12,748）

認知症あり

認知症なし

認知症の診断を受

けていない

未回答



入院料ごとの入院継続の理由

出典：平成28年度入院医療等の調査（患者票）

＜入院継続の理由別割合＞

84
0% 20% 40% 60% 80% 100%

特殊疾患病棟入院料

(n=811)

障害者施設等入院基本料

(n=2,662)

認知症治療病棟入院料1

(n=201)

療養病棟入院基本料2（25対1）

(n=1,244)

療養病棟入院基本料1（20対1）

(n=3,660)

回復期リハビリテーション病棟入院料

(n=2,003)

地域包括ケア病棟入院料

(n=1,086)

専門病院入院基本料

(n=389)

特定機能病院入院基本料(一般)

(n=5,535)

一般病棟入院基本料15対1

(n=616)

一般病棟入院基本料13対1

(n=423)

一般病棟入院基本料10対1

(n=3,004)

一般病棟入院基本料7対1

(n=12,748)

医学的な理由のため入院医療が必

要である

医学的な理由のため、どちらかとい

うと入院の方が望ましい

医学的には外来・在宅でもよいが、

他の要因のために退院予定がない

退院予定が決まっている

未回答


